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研究成果の概要（和文）：日本、中国、香港、韓国、タイ、マレーシア、インドネシア、ベトナム、フィリピ
ン、東ティモール、ブルネイの計11カ国・地域の人口センサスの調査結果を使い過去20年間の1.人口動態の変
化、2.家族制度の変容、3.人の移動、4.都市化の進展とメガリージョンの形成、5.民族と宗教の現状について国
際比較を行った。この国際比較によって、①東アジアの大半の国・地域で少子・高齢化が進展、②首都圏を越え
る地域で「メガリージョン」と呼ばれる広域経済圏が誕生していること、③労働者の流出入の実態が判明した。
その結果人口センサスの調査対象や目的がグローバル化の進展の元で大きく変化していることが判明した。

研究成果の概要（英文）：  By using population censuses for the past two decade (1990, 2000, 2010) in
 eleven East Asian countires or economies (Japan, China, Hong Kong, Korea, Thailand, Malaysia, 
Indonesia, Vietnam, Philippines, East Timor and Brunei), we conducted international comparison about
 five major fileds. Five include demographic change in general; changes in family structure; 
internal and international migration of people; urbanization and the rise of mega-region; and the 
current situation of ethnics and religion. 
  Through these comparative studies, we discovered three major movements in East Asia, which include
 the rapid progress of aging with the decline of TFR, the development of wide-rage economic zone or 
the mega-region, and  international migration of a huge amount of workers. Consequently, we 
concluded that the original puroposes of population censuses are changing under the progress of 
globalization.  

研究分野：東南アジア地域研究
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１． 研究開始当初の背景 
 私たちの共同研究では、平成 17 年度開始
の科研費共同研究・基盤研究（B）「東アジア
の福祉システムの行方――企業内福祉と国
家の社会保障制度」（平成 17年度～19年度、
研究課題番号 17330049、研究代表者：末廣
昭）から、一貫して東アジアにおける社会変
動と、それに対する国家（政府）、企業、家
族、社会の各レベルでの対応について、現地
での実態調査と国際比較を行ってきた。その
後も、「東アジアの生活保障システムと年
金・退職金制度」（平成 20 年度～22 年度、
研究課題番号 20330044、研究代表者：末廣
昭）、「東アジアの雇用保障と新しい社会リス
クへの対応」（平成 23 年度～25 年度、研究
課題番号 23330077、研究代表者：末廣昭）
においても、この点の問題関心と視点は変わ
っていない。 
 平成 26 年度から本研究を立ち上げるにあ
たっては、各国・地域が経験している社会変
動を、人口動態、家族構造、国内と国外の人
の移動、都市化、民族・宗教の側面から総合
的に把握することにし、そのため、上記の項
目について最も基本的で、かつ国際比較が可
能なデータとして、「人口センサス」を取り
上げることにした。共同研究のメンバーは、
基本的にそれまでの研究会のメンバーと重
なるが、人口センサスに関する「分析レポー
ト」が充実している台湾とシンガポールを研
究対象から外し（研究成果本では補論で扱っ
た）、代わりに香港、フィリピン、ベトナム、
東ティモール、ブルネイを新たに加えた。そ
して、これにより東アジア全域の「人口セン
サスからみた社会大変動」の実態と今後の展
望を明らかにすることにした。 
 
２．研究の目的 
 東アジア諸国・地域は現在、経済的不平等
の拡大、都市化の急速な拡大、少子化と高齢
化の進展、高等教育の大衆化、家族制度の変
容など、「社会大変動」の時代を迎えている。
「社会大変動」と呼ぶのは、東アジアのそれ
が、工業化に伴う通常の社会変化の範囲をは
るかに超え、先進国の経験に比べて、その規
模も大きく、かつスピードも格段に速いから
であった。この社会大変動の実態を、対象
国・地域の現地語を理解する地域研究者が中
心となって、東アジア 8 カ国・地域（中国、
香港、韓国、タイ、マレーシア、インドネシ
ア、フィリピン、ベトナム）の 1990年、2000
年、2010 年の 3 回にわたる人口センサスの
結果を検討し比較することで、総合的に解明
することを本研究の主たる目的とする。 
  
３．研究の方法 
本研究では、①人口動態（人口増加率、平
均寿命、合計特殊出生率、年齢階層別分布な
ど）、②人の移動（都市化の進展、海外出稼
ぎと外国人労働者の受入の双方）③家族構造、
④労働・就業構造、⑤教育制度の普及、⑥住

居・生活環境、の 6つの分野について注目し、
当該国の国家統計局での聞き取り調査や各
種分析レポートの成果に依拠しながら、社会
大変動のダイナミズムについて分析し、北東
アジアと東南アジアの双方をカバーする独
自の研究成果を提示する。 

 
４．研究成果 
 本共同研究では、当初目的であった東アジ
ア 8 カ国・地域（中国、香港、韓国、タイ、
マレーシア、インドネシア、フィリピン、ベ
トナム）に、東ティモール、ブルネイ、日本
を加えた計 11 カ国・地域について、それぞ
れの人口センサスの調査結果（1990年、2000
年、2010年、もしくはその前後）を使って、
過去 20年間の人口動態と社会構造の変化（３．
の 6 つの項目）について国際比較を行った。
同時に、2010年（2009年、2011年）につい
ては、対象の 11 カ国・地域において、人口
センサスの実施体制とその方法についても、
国家統計局での聞取り調査に基づいて、詳細
な比較を行った。 
以上の実態調査と国際比較によって、第一
にフィリピン、ブルネイ等を除いて東アジア
の大半の国・地域で少子化・高齢化が進展し、
この問題がもはや日本に限った問題ではな
いこと、第二に首都圏を超える地域で工業・
商業・住宅の集積化が進み、北京、上海、バ
ンコク、ハノイ、ホーチミン、ジャカルタ、
マニラなどで「メガリージョン」と呼ばれる
広域経済圏が誕生していること、第三にフィ
リピン、インドネシアでは大量の労働者が海
外にでかけ、逆に香港、タイ、マレーシア等
では大量の外国人労働者が流入しているこ
と、などが判明した。その結果、人口センサ
ス調査の対象や目的が、グローバル化の進展
（労働力の国際的移動）のもとで大きく変化
しつつあることを確認した。 
研究成果は、科学研究費事業の研究成果公
開促進費の補助を受けて、2017 年夏頃に、
末廣昭・大泉啓一郎編著『東アジアの社会大
変動――人口センサスが語る世界』と題して、
名古屋大学出版会から刊行の予定である。 
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